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＜はじめに＞

日中関係を単刀直入に表現した「政冷経熱」の言葉のように、近年、日系企業の中国進出に始

まる産業界の中国への関心度は年々高まりを見せている。両国の政治動向や突然の政策転換を懸

念しながらも、経済活動の活発化は留まるところを知らない過熱の状況を呈している。中国での

日系企業の進出展開は、販売網開拓をともなった生産拠点から、開発の拠点へのシフト、中国現

地生産品の第三国への再輸出が増加しつつある。そして、実力をつけた一部の中国企業は、海外

進出を果たし、日本やアメリカなど先進国の企業を買収する動きさえ出現してきている。これら

は、一昔前の中国では殆ど見られなかった企業進出の潮流となりつつある。

このように、日本と中国は密接な経済関係を維持しており、今日、互いに共存共栄の道を歩ん

でいるといえる。そして、当然のことながら中国語を学ぶ日本人、そして日本語を学ぶ中国人の

数も増え、語学学習熱が高まりをみせているとともに、国境を越えた人的交流も増加の一途を辿っ

ている。目下、中国で日本語を学ぶ学習者は約２４万人を超えている。そして、日本政府が１９８３年

から推進してきた「留学生受入れ１０万人計画」は、２００３年にその目標が達され、日本に滞在する

留学生の数が１０万人を突破した。うち中国からの留学生が約６５％（７３，７９５人）を占めることは注

目に値する。他方、中国に留学している日本人留学生の数は２０００年において約１３，０００人に達して

いる１）。

以下、本稿では、今日、活発化する両国の経済活動を背景に、その労働市場で求められている

人材に関するニーズについてアンケート調査を参考に取り纏め、中国語・日本語の語学教育にも

言及を試みるものである。

１．中国の労働市場における外資企業の位置付け

� 外資導入と中国の労働市場

朱鎔基・元首相によって推進されてきた「大多数の大中型国有企業を３年で赤字から脱却させ

る」ことを目標とした１９９８年からの国有企業改革は成果を収め、近年、国有企業の数は減少化傾

向にある。逆に、中国国内における私営企業の増加数を筆頭に、有限責任公司、外国企業、香港・

１）宿久高「中国日語教育的現状與未来」『日語学習與研究』編輯委員会 ２００３年第２期 総第１１３期
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出所）『中国統計年鑑２００２年、２００３年』より作成

マカオ・台湾企業など、所有形態が国有及び集団所有に属さない形での企業の数が年々増加して

きている（表１）。その結果、国有企業を解雇、レイオフされた労働者が私営企業で再雇用され

たり、国有企業自体を私営企業や外資企業が買収する例が次第に増えてきている現状である。こ

のように、中国の企業形態と労働市場は密接に関係しながら、連動した変化を呈しているといえ

よう。

表１ 中国国内の企業数

中国では１９７８年の三中全会２）において経済主導の改革開放政策への転換が行われ、�小平に始

まった外資を積極的に導入していく政策は、江沢民、現在の胡錦涛政権でも踏襲され、外資によっ

て経済成長を牽引してきた。中国は１９７９年に外資導入法を制定し３）、１９８０年代には各地に経済特

区や経済開発区を設け、外資に優遇策を与えて積極的に誘致する本格的な「外資依存型」の発展

を遂げた。この対外開放政策は、（１）対外借款及び間接投資（２）外国企業による直接投資（３）

外国企業によるその他の投資など外資の導入を奨励し、国内の経済改革と対外開放を結びつけた

として評価されている４）。

２）中共第十一期三中全会。この全会では経済路線では、毛沢東から�小平による経済改革への転換が図ら
れたと同時に、政治路線では５７年以来の「階級闘争論」と文革期の「継続革命論」が放棄された。

３）上原一慶 著『中国の経済改革と開放政策』 青木書店 １９８７年 ２５頁
「外資導入法」は「中外合資経営企業法」ともいわれる。出資比率の制約は下限の２５％を定めるだけで上
限がなかった画期的な政策であった。上原によると、中国の外資導入は「貿易赤字、債務の拡大、国内経
済の不振等の打開策」の結果として選択されたとする。

４）石原享一 編『中国経済と外資』アジア経済研究所 １９９８年 ３頁
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そして、労働市場の要となる「中華人民共和国労働法」は、１９９４年７月の第８期全人代第８回

常務委員会で採択され、１９９５年１月より施行されている。同法は、労働者の権益保護、労使関係

の調整、社会主義市場経済における労働制度の確立を法によって規定しているが、国有企業・集

団企業だけでなく、個人経営企業や外資系企業をも含む全企業及び国家機関・機構・団体の労働

者にも法律が適用されることを、その特徴としている５）。１９９０年代に入って多くの外資系企業が

中国市場に参入するようになったが、一方で文化の相違、いわゆる「カルチャーギャップ」に基

づく企業内での労務管理、労働争議に関するトラブルが多発する時代を迎え、外資系企業にも労

働組合「工会」が設置されるようになった。「労働組合法」は外資系企業にも適用される。山本

は、このようなマクロ的な中国の労働市場全体を概括し、中国の労働市場はアメリカ型（市場的

資本主義）への傾向を孕んだ、ヨーロッパ型（社会的資本主義）と日本型（企業的資本主義）の

混合型であると述べている６）。

中国では、従来、政府が労働者を統一的に就職先を振り分ける「統一分配」のシステムによっ

て各経済単位である職場、つまり所属企業が決められていた（「統包統配」）。企業は公開採用や

解雇の自主権を持たなかったが、改革・開放政策が推し進められる過程において、企業の雇用面

での自主裁量権は徐々に拡大されてきた７）。しかし、９３年にこのような労働力の分配制度が廃止

され、自由な労働市場が形成されるようになり、職業選択の自由が認められた結果、今日では転

職も多くなり、自分で会社を興す起業家も多くなってきている。むしろ、転職せずに一つの会社

に勤務し続ける人は、能力がないと見なされる傾向さえあるようだ。昔の「分配」時代には考え

られなかった失業（「失業」「下崗」）が出現し、学歴とスキルを重視した労働市場での人材市場

に「競争」原理が生じている。計画経済から市場経済への移行に伴い、このように労使関係にも

「労働者対国家」から「企業対労働者」へと変化が生じている。また、中国の労働市場には、国

の人事部が管轄する「ホワイトカラー」人材市場と労働部が管轄する「ブルーカラー」の人材市

場が存在し、詳細については、都市部の求職人材を対象とし、単純作業及び肉体労働を中心とす

る紹介、斡旋を行っている「職業介紹服務中心」「職業介紹所」、出稼ぎ農民を対象とする「労務

市場」、大卒以上のホワイトカラーを対象とする「人材市場」などがある８）。一般に外資系企業

５）馬成三 著『中国進出企業の労働問題―日米欧企業の比較による検証―』JETRO ２０００年 ４８頁
６）山本恒人 著『現代中国の労働経済１９４９～２０００』 ５０８頁

山本は、田端氏が労働政策の現状を、「�ヨーロッパ型（社会的資本主義）：福祉国家と強い労働組合
�アメリカ型（市場的資本主義）：個人的な市場取引き �日本型（企業的資本主義）：企業内への労働者
統合」の３つに分類していることを先行研究として取上げ、さらに中国の労働政策について、「中華人民
共和国労働法」に象徴されるように、国家理念としての社会主義志向が労働政策に反映し、労働権の保護
を強く意識しており、ヨーロッパ型の特徴を持つが「強い労働組合」は存在せず、同時に「企業内への労
働者の統合」という日本型の特徴と、労働制度改革による労働契約制度やレイオフ促進などに象徴される
アメリカ型も含んだ労働政策体系であると述べる。

７）石原享一 編『中国経済と外資』アジア経済研究所 １９９８年 ３６９頁～３７０頁
８）２００１年の統計では、全就業人口は７億３，０２５万人、うち専門的な技術スタッフは３，０５３万人。
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出所）『中国統計年鑑２００４年版』４４１‐４４６頁より作成

がスタッフを雇用しようとする場合、「人材交流センター」を通じて紹介、採用を行うことが多

い。日系企業など外資系企業に採用される人材は事務職の場合はホワイトカラー、現場生産ライ

ンなどではブルーカラーが大半を占めるようである。

国務院研究センターによると、７割を超える中国企業の社員の平均月収が８００元（約１万４００円）

から２，５００元（約３万２，５００円）の間にあることが分かった。うち、社員の平均月収が５，０００元以

上の割合が最も高いのは外資系、香港・マカオ・台湾資本企業で、その他は国有企業と政府出資

企業、非国有株式企業、有限責任会社、私営企業の順である。中国企業の高級管理者の収入は、

一般社員と３～１５倍もの開きがあるという９）（表２）。

表２ 中国各省・直轄市の年間給与比較（単位：元）

このように、１９８０年代以降に導入を図り、９０年代に中国の経済市場において大きな成長を遂げ

てきた外資系企業は、中国のホワイトカラー層に対して雇用創出を生み出す「単位」となり、設

備、国際競争力ともに、中国国内企業や国有企業と比べて先進性を誇り、待遇に至っては魅力の

ある存在であった。さらに、被雇用者である中国人にとっては、中国の労働市場で一種のステイ

タスを感じられる存在としてまで注目されてきた。このような中で、これらホワイトカラー層で

ある従業員・スタッフの教育レベル、人材のニーズ、語学力を初めとするスキルが、企業にとっ

ては人材育成の過程で重要な問題となってくるのである。

� 中国の教育制度と教育レベル

中国の経済発展を支える要因は、教育である。２００４年３月５日～１４日まで開催された全国人民

代表大会の政府活動報告においても、温家宝首相が「以人為本（人を以って本と為す）」を強調

した１０）。一般に、中国の教育制度の年数は、ほぼ日本と同じシステムが採用されており（表３）、

一般普通教育と職業技術訓練に分けることができる。中国では現場主義に基づいた職業技術訓練

教育も重視されているが、これは失業者の救済、転職者の就業を促進する必要性から生じてきた

９）「日中新聞」２００４年６月８日
１０）「朝日新聞」２００４年３月６日 第２面「以人為本をさらに重視し、人民の切実な利益にかかわる問題の
解決に尽くす」と、人民がすべての基礎であるべきだという考え方を示した。
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出所）相原茂 著『中国語学習ハンドブック』大修館書店 ２２９頁
「中等専業学校」には「中等専門学校」「技工学校」「職業高中」の３種類がある１２）。

ものである。伊藤によると、「新中国成立後、失業の問題を解決するために、当時の職業教育政

策は失業者の転業や就業、そして将来の生産計画を考慮した転業訓練に重点を置いていた」との

見解がある１１）。なお、職業訓練及び一般教育において、共産党を堅持していくための政治思想教

育が実施されてきたことは言うまでもないことである。

表３ 中国の教育制度

先行研究によると、「経済発展」とは「経済成長」が専ら経済の量的拡大に関心を当てている

情況に対して、産業構造など経済の中身の変化をも包摂した概念といえる。同様に「人的資源」

とは、経済学の「人的資本」が就学年数、経験年数といった数量で代理される技能を指すのに対

して、その人が持つ技能・技術の内容・種類の違いをも考慮した概念といえる。多くの研究から

教育と技術は経済成長に重要な決定要素であることが、証明されている[James，２００２］。労働者の

技術向上が直接に影響するので、人的資本は生産的であり、人的資本は適応性と社会の配置効率

（allocative efficiency）を促進する。ゆえに、教育を受けた人はよりよい選択ができるのである

[Yang，２００１］１４）。

一般的に、中国全土の中で北京や上海などの経済的に発展した都市では、高学歴を有する従業

員が多く、人材の教育レベルにおいては、広東を中心とした珠江デルタを遥かに上回っている。

全般的に、沿海部で突出して経済が発展している地域の中でも、北京、上海、天津の非識字率は

低く、大学以上の機関も多く設置されている。実際、筆者が上海及び江蘇省の企業視察を行った

際、「優秀な人材と合理的な労働コスト」を考えて現地に進出している企業がほとんどであった。

各社の経営者たちは、異口同音に「華東エリア（上海及び蘇州）の人材は非常に質がよく、会社

に対する帰属意識や定着率が高い」と述べる。各主要経済都市の教育レベルは表４の通りである。

１１）伊藤正一 著『現代中国の労働市場』有斐閣 １９９８年 ６９頁
１２）中国において中等職業教育学校の教育は重要であり、現場型の人間を養成する。村上氏は、「中等専業
学校」を経済発展を現場で支える人材の供給源とみなしている。

１３）村上直樹「中国の経済発展と人的資源」伊藤元重 編著『日中関係の経済分析』第２章東洋経済新聞社
２００３年 ５７頁

１４）James J. Heckman “China’s Investment in Human Capital” University of Chicago Oct．２００２

－ 27－



出所）『中国統計年鑑２００４年版』より作成（２００２年人口変動情況サンプリング調査より）
全国平均は、２００２年の調査のデータによる

出所）『Shanghai monthly statistics』上海経済「最新動態」論文より抜粋、作成

一般に、広州を中心とする華南は中国の中でも生産基地の役割を果たす「現場労働者」が多く、

教育レベルもそれほど高くない。上海を中心とする華東は、現場生産と製品開発の両側面を合せ

持っており、華南より高い教育レベルが維持されている。そして、中国を代表する研究機関や開

発型の企業が多い北京は、その企業のニーズにも応えるだけの人材の宝庫として、全国でも教育

レベルが最も高い都市となっている。

表４ 主な各経済都市の従業員教育レベルに関する比較（％）

� 日系と中国系、欧米系の比較

WTO加盟後、外資が中国市場への参入を加速化させる中で、「企業文化」を通してコーポレー

トガバナンスを行い、現地の文化と融合した投資活動を行うことに注意が払われている。これは

すなわち、企業精神と経営理念を形成するものであり、従業員には「企業」という運命共同体に

対する責任感、名誉、帰属意識が芽生える。それらを概括し、中国の企業研究では、多国籍企業

の企業文化は以下のように分類されている。

� 欧米型企業文化（多国籍企業全体の３５．３％）：従業員の個性を尊重し、平等性、透明性、
リラックスした雰囲気を創造する（欧莱雅、雅培、漢高、コカコーラ、強生、ダノンなど）。

� 日本型企業文化（多国籍企業全体の３８％）：「献身」「恩返し」の精神を重んじ、集団主義
に基づく個性の抑制と多数派に従う理念を提唱（トヨタ、三菱、京セラ、三井、リコー、東
芝など）

� 融合型模範企業文化（多国籍企業全体の２１．３％）：東洋と西洋の経済発展及び企業管理の
特徴を融合させ、「調和」を重んじる。
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出所）『Shanghai monthly statistics』上海経済「最新動態」論文より抜粋、作成

表５ 多国籍企業の現地化浸透度

今後の多国籍企業が目指す方向性としては、欧米と日本企業の融合型であり、経営戦略として

は人的資源の現地化を挙げる企業が８８．７％にも上った（表５）。次に製品製造の現地化、販売方

式の現地化が優位を占める。つまり、物を造って販売する前に、人の現地化によって、企業文化

そのものを変えていこうとする多国籍企業側の戦略が窺える。

日系企業の間では早くは１９８０年代に中国に進出の波が起こったが、１９９０年代において多数の欧

米企業も中国市場に参入するようになり、全体的な物価と賃金水準の上昇を背景に、人材競争が

激化した。近年、欧米企業でも上海など中国の主要都市にアジア戦略の拠点となるアジア本社を

設置する企業が多くなってきている。また欧米企業では、日系企業で基礎教育を受けた人材を採

用する傾向もあり、引き抜きやヘッドハンティングによる日系企業から欧米企業への人材流出が

みられる。そのような意味では、礼儀や作法を重んじ、ビジネスの場で即役立つ専門的な教育を

現場主義で行う「OJT（On the job training）」に代表される日本の社員教育・基礎教育は実用的

であり、世界でも非常に評価されていると思われる。

表６ 中国人従業員による日・米・欧企業の比較

表６の比較結果を分析すると、賃金待遇は、総体的に欧州企業が最も高く、日系企業が低いこ

とは明かである。さらに、台湾、香港系の企業は外資系より一般的に低いといわれている。技術

者や経理関係など、特殊技術を持つ人材に対して米国企業は高い報酬を与えている現状に対し、

日系企業はそのような人材に対する評価が十分に賃金待遇に反映されていないようである。一

方、日本企業は営業職に対しては米企業よりかなり高い賃金待遇を与えている。これは日本の企

業が人材を採用する際に、特殊技能や資格だけを重んじるのではなく、往々にして「集団主義」

に基づいた職場での協調性なども重要視した採用を行うところに方針の相違があるのではないか

出所）馬成三『中国進出企業の労働問題』８３頁、１４１頁より抜粋、作成
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と思われる。

賃金制度に関しては、先行研究によると「日系企業：年功序列型、欧米企業：能力賃金、香港・

台湾企業：構造賃金」というモデルをベースに、中国では従来の年功序列型賃金体系から、近年

の労働契約制の全面的な実施や経済改革を背景として次第に能力給を重視する賃金体系にシフト

しつつあるとされている１５）。このような変化は、個人主義、能力主義で、自分の見解をはっきり

述べる自己主張をすることが一般的とされる社会の中で生活する中国人の国民性に合致してお

り、中国人はアジアの一員であるが、その思考・行動様式は欧米に近く、東南アジアに広く分布

する華僑・華人にも同様の傾向がみられる。企業経営においても同様で、横のつながり、ネット

ワークを重視した華人的経営手法は、今後とも考察に値する分野であろう１６）。

２．日系企業の進出とビジネスに必要な人材育成 ――上海を一例に――

� 現地進出企業の情況

目下、上海に居住・駐在する日本人の数は、登録ベースで１３，８６１人（２００２年）、観光等短期滞

在で訪問する日本人の数は８２２，６００人（２００２年）に上っており（表７）、統計数字でみる限りにお

いては、日本は世界の中で上海との人の往来は最も多い国となっている。中でもビジネスマン及

び外国企業スタッフの身分で駐在している者が多く（表８）、全体の８４．３％を占め、これは上海

が中国経済・ビジネスの中心であることを裏付けるものである。日本に続いて駐在員並びに居住

者、渡航者が多いのは台湾である。以前は広東に多く進出していた台湾企業は、目下、上海を中

心とする華東エリアへとシフトしており、ビジネスマンの家族をともなった転勤、移動により、

子弟教育の学校１７）も設立されている。日系企業の中には、コスト削減のため台湾企業に取引先を

変える企業もあり、今後、多くの日系企業にとって台湾企業は競合相手となることであろう。

目下、上海に進出する日系企業は約３，６００社に上るといわれる。上海は各社にとって中国に製

造拠点を確立し、販売網を構築していく上での「窓口」となる地であり、大手企業の殆どが既に

支社を構え、グローバリゼーションの時代に乗り遅れまいと中小企業までもが新たな活路を模索

しながら進出してきているのが今日の状況である。とりわけ、以前の外資企業誘致指定区であっ

た「長寧区」に位置する「虹橋開発区」と今日の新たな開発区である「浦東区」は、日系企業が

集中している地域である。沿岸の黄浦区、虹口区には船会社や物流会社が進出しており、市内中

心部の測湾区には商業・小売り業関係企業の出店の他、各社の事務所が設置されている。また、

郊外の青浦区、松江区、閔行区などには、各社は開発区の優遇措置を享受するなどして、工場を

１５）石原享一 編『中国経済と外資』アジア経済研究所 ３７６頁
１６）見かけは東洋人だが、文化的精神的な内面及び思考行動様式が西洋化している人を中国語では「香蕉人
（xiāng jiāo rén）／バナナ」という（『新華新詞語詞典２００３年版』商務印書館 ３５６頁）。

１７）台湾企業が数多く進出する広東省の東莞や江蘇省の昆山には、「台商子弟学校」がある。
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出所）『上海統計年鑑２００３年版』中国統計出版社

出所）『上海統計年鑑２００３年版』中国統計出版社

建設している（表９）。

表７ 上海を観光で訪問する外国人の数の推移（のべ／人）

表８ 上海に居住・駐在する外国人の数（単位：人）

表９ 上海の主な日系進出企業の一部例
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出所）『中国進出企業一覧２００３～２００４年版』、「上海 Pocket Page２００１年版」より抜粋、筆者作成

出所）『上海統計年鑑２００３年版』中国統計出版社

上海は中国の他地域よりも平均給与待遇が高いが、業界別によってその水準も異なる（表１０）。

最も高いのは、情報産業、コンピューター産業等であり、上海市の平均給与を２倍以上も上回る

５２，９３９元である。続く金融業は３６，４５９元で、目下、WTO加盟後の市場開放によって銀行や証券

など外資の参入が目立つ分野である。ちなみに、上海ソフトウェアパークでは、進出企業の３分

の１が外資企業であり、最近ではインド系企業も進出するようになってきている１８）。日本国内で

の人件費と比べると約１／１０～１／９のレベルであり、教育レベルの高い人材を現地では非常にコ

スト削減につながる理想的な賃金で雇用できるメリットがある。ゆえに、最近の日系企業の採用

動向では、現地採用での中国人枠を増やし、あまり日本人を採用募集しない企業が多くなってき

ているだけでなく、日本からの駐在員を削減する傾向が強いようである。

表１０ 上海の業界別年間給与待遇（単位：元）

１８）「朝日新聞」２００４年１月２１日。インドはソフトウェアが強く、中国はハードウェアが強い。インド系企
業の例として「インフォシス・テクノロジー」「タタ・コンサルタンシー・サービス」「サティヤム・コン
ピューター・サービス」などが挙げられる。
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出所）登録者数：人材派遣会社担当者へのヒアリングによると、日本人約５，０００人、中国人約１０，０００人（２００２年）
上海保優美人才服務有限公司 http : // www. pahuma. com. cn ホームページより作成（２００３年）

また、ヒアリング調査によると、上海で日系企業向けに就職を斡旋している人材派遣会社に登

録する人材も、以前は日本人で中国語が話せる人材を斡旋していた業務内容から、今日では中国

人で日本語を話せる人材の登録者の方が多くなってきている。全体的な一般的傾向としては、２０

代後半～３０代前半の求職者が多く、職種は一般事務・営業系、学歴では大専、大卒者の層に求職

者が集中している（表１１）。また、採用方法は新卒、中間管理職、高級管理職によって異なり、

人材市場の主流となる層は、「中間管理職」である。

表１１ 上海における日本人・中国人 人材登録状況

例えば、上海における日系企業が求める人材として、�コスト競争力のある人材１９）、�日本語２０）、

中国語に堪能で、なお英語も話せる人材、�基本的なコンピューター操作ができること、�対中

国人人材の採用では、上海戸籍があることを条件とする場合がある、	協調性を持って働くこと

ができ、中国と日本の相互の文化、習慣等を理解できる人材、
対日本人採用では、「外国人在

中国就業管理規定」（１９９６年５月１日施行）に準ずる人材であること、などが挙げられている。

� 帰国留学生のアンケートにみられる人材のニーズ（上海）

中国では近年、人材供給の源泉として、海外留学者に期待する動きが活発である。７０年代の後

期以降、中国からは多数の若者が海外留学を目指して出国し、学業修了後も留学先にとどまる者

１９）上海での筆者のヒアリングによると、中国人スタッフの平均人件費（３，０００元～６，０００元）＜日本人スタッ
フの平均人件費（６，０００元～１０，０００元）

２０）中国の日本語専攻の大学生は、北京・天津市及び周辺地域、上海市、東北各地域に集中。
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が多かった。こうした海外留学生に「支持留学、鼓励回国、来去自由（留学を支持し、帰国を奨

励し、往来を自由にする）」と帰国奨励を呼びかけたのは�小平であり、その後の指導者たちも

その政策を踏襲していた。しかし、近年の中国経済の発展と外資企業の中国市場への目覚しい参

入により、その傾向に変化が生じてきている。つまり、海外留学生は自ら進んで帰国の道を選び、

中国での帰国留学生の優遇政策を享受しながら、ベンチャー企業を興す者も少なからず出現して

きている。また、企業内では出世コースの人材として採用され、昇進が速い重要なポストに就く

者もいる２１）。

このような海外帰りの帰国留学生は「海帰族」と呼ばれ、多くの企業が採用に積極的な態度を

示している。とりわけ中国の企業では「海帰族」の採用、獲得に熱心である。例えば、日本と取

引が多い中国人社長のソフト開発の A社は、従業員全体に占める海帰族の比率は４９．８％、日系

及び欧米企業向けに進出・投資のサービスをしている法律事務所では同比率が３０％であるのに対

し、完全な某日本企業の上海支社ではわずか５％であった。IT・情報関係産業や法律、コンサル

ティング会社は、今日、上海で最も成長目覚しい産業分野の１つであり、海帰族のような人材が

活躍できる場が多い。なお、筆者が個人的に調査２２）した経営者の人々の話によると、「海帰族と

海外留学勤務未経験の一般スタッフの間には、業務上の基礎能力の違いは大きく感じられない」

という答えが大半であったが、「やや差がある」と答えた経営者は、主に語学の面や国際的な業

務センスにおいて、その違いを認識している。そして、経営者が海帰族に期待する内容としては、

情況に応じた判断力（適応力）が最も多かった（図１）。また、今日の中国系企業は日本だけで

なく、欧米とのビジネス取引きをも意識しており、帰国留学生の人材を採用するなら「アメリカ

（欧米）、日本のどちらでもよい」と答えた者が圧倒的に多く（６７％）、日系企業と取引きの多い

企業は、「日本からの帰国留学生を採用したい（２７％）」「日本語ができること」を条件に挙げる

者が多かった。さらに、採用する時の着目点として、「国際的な仕事ができる」「グローバルスタ

ンダードを身に付けている」「日本の文化を身につけている」ことも重視されている。このよう

に、世界的視野を将来の方向性に見据えている情況は、海外から帰国した留学生が「将来、再留

学する場合の希望留学先」として「アメリカ（４６％）」「ヨーロッパ（３４％）」を留学先に挙げて

いる点にも表われている。帰国留学生が諸外国から中国へ帰国した理由については、「中国の経

済発展に貢献したいから」との答えが４８％を占め、次に多い理由が「家庭・家族の事情」であっ

た。また、将来は「自分で起業創業したい」と答える者も多い現状から考察されるように、同じ

環境に安住することなく、常に意欲的にチャレンジ精神を持って自分の理想を追求し、自分の能

力や学んだ知識を発揮しようとする者が多いようである。なお、上海に帰国してきて企業家や幹

２１）このような現象について、村上氏は「海亀上岸、土�滾蛋（海亀「帰国留学生」が岸に上がって、地元
のスッポン「留学経験のない中国人スタッフ」が追い出される）」という表現を引用している。（村上直樹
「中国の経済発展と人的資源」『日中関係の経済分析』東洋経済新聞社 ２００３年８１頁）

２２）２００３年１１月～１２月にかけて、筆者が上海で独自に調査した結果による。

－ 34－



出所）２００３年１１月～１２月の間に回収した筆者作成のアンケート調査票に基づく

部候補生として活躍する海帰族の出国前と出国後のポスト及び待遇については、昇級・昇給して

いる者が７７％を占めるという結果が得られた（表１２）。今日、GDPの成長と共に、出国する者が

急増し、海外から帰国する者も増えつつあるが（図２）、このような現象はまだ始まったばかり

であり、引続き今後の動向を注視する必要がある。

図１ 経営者が海帰族に期待する内容

表１２ 中国人帰国留学生の昇格・昇級情況と起業の希望（N＝３５）

出所）筆者が独自に行ったアンケート調査の結果に基づく
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出所）『中国統計年鑑』各年版より作成

図２ １人あたりGDPの推移と留学生数

３．日中間ビジネス人材における中国語人材をめぐる政策と現状

� 中国の対日留学生政策と日本政府の受入状況

＜中国の対日留学生政策＞

中国では留学生ブームの波が幾度か起こった。段２３）は、１８９６年から第一回目の海外留学の波を

「政治留学」とし、孫中山、蒋介石などをその例に挙げている。この時期の留学は文科系の学科

を専攻する者が多く、国家形成の強い使命感を抱いた留学が多かったので、出入国ビザの問題も

それほど厳格ではなかった。その後、１９７２年に日中国交正常化が実現し、１９７８年に�小平が留学

生派遣について積極的な発言２４）を行ったことは、留学生ブームを後押しすることとなった。中国

政府は、１９７８年８月「四つの現代化」を推進するための人材養成を目的とした「３千人派遣計画」

を発表し、毎年、主として理工系の留学生を、アメリカを初めとする西側先進諸国に派遣するこ

とにした。�小平は、１９７８年の留学生や学者らの海外派遣政策の転換時に、中国経済の欧米諸国

へのキャッチアップと、中国の近代化に貢献できるような新たな情報、技術工学、経営管理など

のスキルを有した人々が中国へ回帰することを切望したのである。１９８４年に私費留学が認められ

るようになってからは、留学生の数が激増した。この時期の第二の波は「経済留学」といわれ、

理工系を専攻する者が多かったことが特徴として挙げられる。総じていえることは、中国政府の

２３）段躍中『現代中国人の日本留学』 明石書店 ２９８頁
２４）「私は留学生の数を増やすことに賛成である。１０名２０名ではなく、幾千幾万というように派遣する必要
がある。……留学生を管理する制度を少し変え、外国語に堪能な人を直接派遣し、外国語の不得意な人に
予備校を作って、先に外国語を補習させる。」（段躍中『現代中国人の日本留学』６１頁）
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留学生政策は経済の改革開放政策を実証するものであり、１９７８年の三中全会以後、一貫した留学

推進政策が堅持されてきたことである。しかし、１９９０年代には、中国にとって、人材育成のため

の後押しまでして育成した優秀な若者が、海外へ留学などの目的で流出し、再び中国に戻って来

ない「頭脳流出」の問題が深刻化することとなり、１９９２年の３月、国の人事部は海外から帰国し

た者を優遇する政策を次々に打出した２５）。そして、今も中国政府は、「回国服務（帰国して奉仕

せよ）」というより「為国服務（国に奉仕せよ）」との寛大なスローガンを通じて、海外に出国し

た人々の回帰を奨励している。

中国人の留学の歴史は既に１５０年にわたり、以下の８段階に分けられる。以下、本稿では第８

段階の１９７７年～現在の時期を中心に扱うことにする。つまり、文革終了後の１９７８年に始まる改革

開放政策の中で、海外へ留学する機会がますます多くなりつつある近二十数年において、時代と

共に中国の留学生政策がどのように推進されたのかを振り返る。

� 第一段階：１９世紀中頃～１８７０年

留学で出国する者は少数であり、宣教師としてアメリカに留学する者２６）がいた。彼らは中

国の留学教育の先駆を成したといえる。

 第二段階：１８７１年～１８８９年

容稟の提唱により、１２０名の若者がアメリカ留学へ赴いた。１８７７年から清政府は、４回に

わたり留学生をヨーロッパへ派遣した。

� 第三段階：１８９６年（甲午戦争）～１９１１年清王朝の滅亡

万に上る学生が民族滅亡の危機を救うため、日本へ留学した。有名な魯迅、郭沫若らはこ

の時期の留学生であった。義和団の乱に敗れた後、変法自強運動を展開するため、１９０３～１９０６

年の短い間に、日本へ留学する留学生の数は万人に上った。そして、日本において留学生た

ちによる祖国救国の運動が展開されることとなった。この時期の留学は「革命」「政治」的

目的の強いものであったといえる。

� 第四段階：１９１２年～１９２７年

アメリカ留学、フランス留学、ソ連（ロシア）留学等いくつかの留学の波が訪れた。

２５）例えば、「�都市部で就職をする海外帰国者の家族は、一般的に規定されている農村戸籍と都市戸籍の
枠を越えて、帰国者と共に都市に移住することができること。�海外帰国者は、国によって手配される職
場ではなく、職業選択の自由があること」などが挙げられる。また、上海などでは、海外のパスポートの
保持も許可し、長期居住者だと認めるグリーンカードを公認している。（‘Globalization and Transnational

Human Capital : Overseas and Returnee Scholars to China’“The China Quarterly” Vol．１７９ September２００４
pp．７３５‐７５７）

２６）容稟（１８２８－１９１２） 清末、広東香山（今の珠海）の人。１８４７年アメリカに赴き、１８５４年イェール大学
を卒業。１８５５年に帰国し、広州、香港、上海等で職に就く。変法活動に参加し、戊戌政変時に北京へ逃亡。
１９１０年孫中山と共にアメリカに赴き交渉、革命を指示した。黄寛（１８２８－１８７８） 広東香山の人。１８４７年
アメリカ・マサツセッチュ州に赴き、その後、イギリスへ渉る。１８５７年に帰国し、香港や広州で医学に従
事。李鴻章の医務顧問を務めた。
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� 第五段階：１９２７年～１９４９年

この時期の留学は、理工系、医学、農学等専門的分野に偏り、一定の管理制度を構築した。

戦乱によって留学制度も大きな影響を受け、留学教育政策は連続性を欠いていた。

� 第六段階：１９４９年～１９６６年

新中国成立したことがきかっけで、数百名の中国人留学生はその後も日本に留まり、日本

で華人となることを選んだ。つまり、彼らが今の「老華僑」の元祖となる。留学生は以前の

ように少数の西洋の国家に集中せず、東欧や社会主義国家にも分散した。

� 第七段階：１９６６年～１９７７年

文化大革命の時期で、留学教育は停滞した。

� 第八段階：１９７８年～現在

改革開放政策の実施により、留学を支持し、出国を奨励し、往来を自由にする方針の下、留学

の著しい成果がみられるようになった。今日では、留学史上最大の「留学ブーム」期を迎えてい

る。

「頭脳流出」問題、実質の能力を評価せず、中国国内で取得した学位より海外の大学での学位

を盲目的に優遇するなど、様々な問題点も残されているが、海外留学を経験した中国人は政府の

「帰国者優遇」「海外留学の奨励」によって、海外留学は支持され続けている２７）。

留学生の派遣については、１９７９年にまず公費留学生が始まった。１９７９年に中国は日本へ１３１名

の自然科学分野の進修生を派遣し、１９８０年には日本で留学する中国人留学生は５５０人に上った。

１９８２年からは、中国は次第に私費留学生の枠を緩和し、１９８６年末には留学生の数が４，４１８名になっ

た２８）。このように、中国の改革開放以後、日本に滞在した華人は以前のものと区別して「新華人」

と呼ばれている。そして、６０年代に中国で生まれた若い世代の留学生は、「新時代留学組」と称

されている。その後、私費留学も増えたが、公費と私費の比率は１対４で、当然のことながら私

費留学生の数が公費留学生を上回っている（表１２）。上海人（中国人）にとって、留学先として

最も多いのはアメリカで、日本が次に続く。遠藤によると、アメリカに留学している中国人留学

生と日本に留学している中国人留学生を比較し、アメリカでは８１％が大学院卒、学部卒はわずか

１２．９％であることに対し、日本では大学院卒は３３．６％であり、学部卒は６６．４％である背景を踏ま

えて、高学歴志望者の中国人留学生はアメリカを目指し、低学歴者層が日本への留学を目指して

いるという動向が指摘されている２９）。

２７）中国人は海外留学のことを、中国語で「鍍金（箔をつけるため）」と表現する。
２８）陳昌福「留日学人與華僑華人社会」蔡建国主編『亜太地区與中日関係』上海社会科学院出版社 ２３０頁
２９）遠藤誉「中国留学人材採用体系和日本的定位」蔡建国主編『亜太地区與中日関係』上海社会科学院出版
社 ２７２頁
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出所）『上海僑務志』上海社会科学院出版社 ２００１年９月 ７３頁

表１２ 全国の留学生数の状況

対外経済関係においては、その人的交流が深まることによって、各国の外資の進出にも拍車が

かかり、今日の中国の対外経済発展にも寄与していると考えられる。なお、１９７８年以降の中国で、

経済改革が推進された時期と留学生派遣の時期区分については、詳細にわたる先行研究があり、

岡田・深田の研究では、薬［１９９０］の「�実験期（１９７８～７９年）：優秀な学生を選抜して派遣

�本格化の時期（１９８０～８４年）：公費派遣、理工系の学生の比率が高い �急増期（１９８５～８８年）

私費留学生の激増、日本留学ブーム、文科系学生の増加 �調整期（１９８８年～）派遣政策や対日

感情等による引締めの時期」の分析と張［１９９３］による「�１９７８～８３年：政府留学生主体の時期

�１９８４～８７年：留学ブーム。私費留学の制度の始まり �１９８８年以降：留学形態の多様化と規模

の拡大化」による時期区分が表されている３０）。

＜日本の留学生及び外国人受入れ体制＞

他方、視点を変えて受入国である日本の情況を考察してみよう。日本では、１９８０年代以降の経

済のグローバル化とともに、来日して日本に居住する外国人が増加し、階層も多様化し、多国籍

化も急速に進んできた。郭は日本での長期滞在の経験の中で、日本は近く毎年平均して６０万人の

人口が減少することを指摘し、人口減少時代を生きる日本は、外国人を受入れない「小さな社会

への道」と外国人を積極的に受入れる「大きな社会への道」のどちらかを選択することになるこ

とを述べ、日本が直面している少子化問題から日本の多文化主義社会への道について提言してい

る３１）。また、「アジアの国々との自由貿易協定（FTA）は物と金だけではなく、人の移動をもさ

らに自由化しようとするものである。……日本国内には反対論も強いが、少子・高齢化が進む日

３０）岡田益・深田博『中国人留学生と日本』 白帝社 １９９５年 １８頁、２６‐２７頁
３１）郭潔敏「日本における『多文化主義』およびその発展方向」『立命館言語文化研究』２００１年 第１３巻２
号 ３７頁
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出所）「朝日新聞」 ２００３年１１月１２日

本はいずれ、そうした人手を外国に頼らざるを得なくなる時が来るであろう３２）」と述べる者もあ

る。このように、留学生数の増加の背景には、日本国内の少子化の現象とアジア経済の復興の要

因が相乗効果をもたらし、近年、私費留学生が急激に増加してきていることが理解できよう。

日本の文部科学省は、通常、留学生を文部科学省が費用を負担する「国費外国人留学生」、出

身国政府の資金によって派遣される「外国政府派遣留学生」、「私費留学生」の三種類に分類して

いる。日本政府では、中曽根元首相時代の１９８３年から「留学生１０万人計画」を推進してきた。当

時、欧米諸国に比べて、日本の留学生受入れ人数は著しく立ち遅れていた。日本ではこの政策に

よって、留学生受入れを現実問題として受け止める認識が高まり、外国人留学生の波も引き起こ

された。しかし、内情にはいろいろと問題が残る点も指摘されており、その一つに、一部の国費

留学生の来日後の生活や学習コースは保証されているが、８割以上の私費留学生については、来

日後の生活苦もあり、アルバイトの枠も認めている「就学生」の在留資格はややもすると「外国

人労働者」と変わらない実態も増えてきていると指摘する見解もある。そして、「留学生１０万人

計画」は２００３年に、ようやく初めてその目標が達成されたのである。今日、日本では中国からの

留学生の数が最多を占め、全体（１０９，５０８人）の約６５％（７８，１４１人）に上る（表１３）。大学、短大、

専門学校で学ぶ留学生が最も多く、「留学３３）」「就学３４）」「研修３５）」をも含めた日本に滞在している

中国人学生の総数は４０万人を超えている。中でも「留学」の在留資格を以って滞在する中国人が

全体の１８．８％を占め、２００３年の登録者数は５年前の１９９８年の２倍以上であった（表１４）。

表１３ 日本における各国の留学生数（２００４年）

３２）「朝日新聞」２００４年３月３日 第２面 社説「外国人と生きる覚悟を」
３３）法務省によると、在留資格の「留学」に認められる活動は、「本邦の大学若しくはこれに準ずる機関、
専修学校の専門課程、外国において十二年の学校教育を受ける活動」と規定されている。

３４）「就学」に含まれる活動は、「本邦の高等学校（中等教育学校の後期課程を含む）若しくは盲学校、聾学
校若しくは養護学校の高等部、専修学校の高等課程若しくは一般課程又は各種学校、若しくは設備及び編
制に関してこれに準ずる教育機関において教育を受ける活動」。

３５）「研修」とは、「本邦の公私の機関により受入れられて行う技術、技能又は知識の修得をする活動」。

－ 40－



出所）『平成１６年版出入国管理』法務省入国管理局 編 １７２‐１７３頁

表１４ 中国人の在留資格別外国人登録者数の推移（単位：人）

今日、中国留学生が急増しているのは周知の通りであるが、２０００年末に中国から海外へ留学す

る中国人留学生は３８万人であったのが、なんと３年後の２００３年末には約６０万人に至っている。日

本への中国人留学生の累計人数が２００３年に初めてアメリカの６６，７５７人を追い抜き、７３，７５９人と

なった。日本は１９９０年の改正入管法によって、留学生が大学や大学院を修了した後に、在留資格

を「留学」から「技術」や「人文知識・国際業務」等に変更して滞在できるようにした。これは、

中国人、華僑にとって、日本での学校卒業後、ビジネスや経済活動に従事する機会を多くした改

正であり、筆者は、在日留学生たちが「華商予備軍」にその姿を変えて変容していく、重要な政

策的、法律的要因であると考える。

なお、留学生派遣の沿革については前頁で述べた通りであるが、今日の日本政府の政策、日本

社会の各受入れ情況並びに学生自身の問題にもいろいろな課題が残されている。その一つに、日

本国内での中国人の犯罪が多発するにつれ、入国管理局は在留資格証明書の審査を厳しくし、中

国人就学生の入国は一段と厳しさを増している。審査が厳しくなったことにより、ビザの発給を

受けられず、来日予定の外国人学生が入国できないケースが多発している。その影響を受けて、

中国人就学生が正規の大学に入学する前に、日本語能力を高めるために通う民間の日本語学校

が、経営の危機に瀕する情況も出現してきた。しかし、縦え法務省の審査が一時的に厳格３６）になっ

たとしても、今後も、外国人留学生を積極的に受け入れようとしている大学、学校は多い。また、

日本政府の観光立国政策の一環で、中国人団体観光客へのビザ発給対象地域を拡大する政策が推

進されている。２０００年９月から北京市、上海市、広東省で団体観光旅行が解禁になったが、２００４

年９月１５日からは、天津市、山東省、浙江省、江蘇省、遼寧省もその対象となっている。そして、

２００５年３月に開幕する愛知万博の期間中に、この査証（ビザ）発給対象地域を中国全土に広げる

計画もある。中国公安部の出入国管理部門によると、２００４年上半期で中国の出入国人数は大幅に

増加し、１億２，９０２万５，２００人（前年比３０．７８％増）で世界最高となった。２００４年の中国人の出国

人数は６２．６５％増加、のべ１，３３３万４００人を記録し、出国先相手国としては日本が最も多く、次に

ロシア、タイ、韓国であった。逆に中国へ入国する外国人の人数も増加しており、２００４年上半期

で７４７万６００人、うち日本人が一番多く１４３万５，８００人であった。中国への発給ビザの拡大に関して

３６）中国、ミャンマー、バングラディシュ、モンゴルの留学生に対して施行される。日本語能力試験を受験
することだけでなく、過去３年間に遡る預金残高、国内外の保証人の収入証明、残高証明及び納税証明な
どの提出などが求められる。（「中文導報」 ２００４年２月２６日）
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出所）法務省入国管理局 編『平成１６年度出入国管理』３９頁より作成

は、今後、観光業を推進したい３７）と考えている国土交通省に対し、法務省・警察庁が治安悪化を

懸念するなど、省庁間で意見が分かれているのが現状である。

� 留学生を含む外国人の日本における就職状況

法務省の入国管理局によると、留学生の日本企業への就職について、「近年、日本企業の海外

進出や外資系企業の増加等を背景とした労働市場の国際化により、我が国の企業側でも、専門的

な技術・技能・知識を必要とする分野や外国語を必要とする分野での職務に適した人材として、

我が国の生活にも慣れ、外国と我が国の双方の事情に精通した留学生等を雇用する傾向が強く

なってきている」ことが指摘されている３８）。日本政府の基本方針としても、専門的な技術・知識

を必要とする業務あるいは外国の文化に基盤を有する思考・感受性を必要とする業務など、いわ

ゆる就労を目的とした受入れ（入国・在留）並びに留学生等の就職のための在留資格変更につい

て積極的に認可していく方向である。聞くところによると３９）、２００３年の外国人留学生就職者数は

３，７７８名、うち２，２５８名（約６０％）が中国人留学生であることが報告されている。中でも、IT以

外の理工系留学生の求人件数が多い。「外国人雇用サービスセンター」での相談件数は６，０００件～

８，０００件に達する見込みで、うち８割が中国人留学生によって占められているとのことである。

これらは、近年、日本で就職が決まった外国人（留学生を含む）の在留長期化、定着化を望む者

が増えてきており、日本社会の受入れ体制も前向きに検討されてきている証拠である。

近年の留学生の増加を背景に、平成１３年度の就職を目的とした在留資格変更許可申請総数のう

ち３，５８１人（８６．６％）が許可されており、前年比３３．２％（２，６８９人）増となっている。中でも中国

からの留学生の資格変更が最も多く、毎年全体の約６割を占めている（表１５）。

表１５ 国籍別留学生等からの就職を目的とする在留資格変更許可件数の推移（単位：件）

３７）「朝日新聞」 ２００４年２月２３日 第１３面 ２００３年に「ビジット・ジャパン・キャンペーン（VJC）」とい
う観光戦略が打出され、日本を訪問する外国人旅行者の数を増やそうとする動きがある。２０１０年に外国人
旅行者が１，０００万人に到達することを目標とする。

３８）法務省入国管理局 HP http : // www. moj. go. jp/ PRESS／０２０９２５‐２／０２０９２５‐２．html ２００４年１０月１４日
３９）「中文導報」 ２００４年１１月１８日
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出所）法務省入国管理局ホームページより筆者作成

また、当然のことながら、就職を目的とした在留資格変更許可が認可されないケースもあり、

就職先の企業の業務内容や経営状態が、政府の審査による一定の基準を満たしていないと思われ

る場合がこれらに該当する。ゆえに、留学生にとって就職先と企業選択は重要な問題であり、経

営体質、安定性の面で期待できない企業に就職して、倒産の憂き目に遭ったりすると、留学生自

身の在留資格まで危うくなるのである。

２００４年８月２５日の法務省発表の最新統計によると、２００３年単年度の日本における外国人留学生

の就職者数は３，７７８名となり、留学生の就職氷河期の終焉を迎えた。うち中国人留学生の就職者

数は２，２５８名（外国人留学生留日就職者数の５９．８％）に上る。中国人留学生に次いで多いのは、

韓国の７２１名、台湾の１３９名であり、他にもバングラディシュ、タイなどアジア諸国からの留学生

である。職種的には、通訳・翻訳など外国語を生かした職種が１，１２７名（３２．５％）、技術開発３９７

名（１１．５％）、販売・営業３７８名（１０．９％）などが主流である。大学院の修士・博士課程に進学す

る者が増加している傾向にあり、全体の４４．９％にも上っている。詳しい就職動向を平成１３年度と

１４年度の統計から整理した結果は、表１６の通りである。

表１６ 来日した外国人の就職目的による在留資格変更の内訳
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就職先の職種は、翻訳・通訳業務が最も多く、次にそれらを業務の中で応用させた技術開発や

販売・営業職が多くなっている。また、近年、民間学校や研究所、大学機関などでも外国人教員

の採用が積極的になってきており、教育・調査研究分野における就職の比率も高まりつつある。

製造業と非製造業の比較では、非製造業企業に就職する者が圧倒的に多くなっており、中でも語

学を生かしながら海外との交渉を必要とされる商業・貿易部門、あらゆる産業で必要とされる IT

部門の業務を反映したコンピューターや情報処理関係の仕事に就く者が多いようである。また就

職先企業は、東京や大阪など大都市圏にある堅実な経営を行っている優良な中小企業が多く、学

歴も学部卒と修士卒の層が最も多く、全体的に留学生は高学歴志向にあることが窺える。表面的

には留学生の進学率が高いように思われるが、実は、日本の近年の就職難と不景気を反映して、

本命でない就職先にすぐに定着するよりは、しっかりと学歴を身に着けたいと考えている留学生

も多く、その一つの回避手段として就職を先延ばしにしている傾向もある。この点は今後、日本

の景気が回復した後も、留学生の高学歴志向が継続されるようであれば、一定の確かな動向が導

き出されると考えられる。

� 大学と企業による産学連携の情況と将来像

中国では、企業が大学など研究機関と提携を図る産学共同型 R&Dも出現しつつある。専門家

によると、「今後、大手企業の中では研究者の導入競争がさらに激化し、研究開発者が研究機関

から企業へと流れる人材の流動が起きる」との見解も示されている４０）。その実、中国の大学は、

日本の大学よりも大学のブランドを利用し、大学が企業経営も行う「校弁企業（校営企業）」が

多い。上海の名門校である復旦大学や同済大学、交通大学などでは既にそのような企業が存在す

る。遠藤は、「『校営企業』の隆盛の背景には、毛沢東の教育に対する実践重視４１）の考え方があり、

中国の大学は以前から『産学共同』の下地があったのであり、大学改革の進展とともにその伝統

が一段と深化しつつある」と述べる。確かに、筆者も個人的に会話した中国の大学教員から、「中

国で実際、最も社会的に人気のある仕事は『社長になること』だ」とのコメントを冗談混じりに

言われた時は、社会的な職務意識について、日本とはなかり異なる文化を有する商人的発想の強

い民族であると感じざるを得なかった。清朝までは科挙制度が重視される官僚社会の側面が色濃

く残っていたが、時代は共産党の新中国を迎え、共産党に牛耳られた官僚制度を残しながらも、

一方では自由かつ開放的な取引きを求める商人気質の中国人像があると思われる。実利性を求め

る中国の民によって、確かに中国における「校営企業」「産学共同」の意識は、日本より早期か

ら形成され、大学と企業が一体となり、企業を興して株式上場しているケースも少なくない。

４０）「海外労働時報」２００２年４月号 No．３２３ ５頁
４１）事実に基づいて真実を求める、実際に即して正確な方法を見出すという「実事求是」のスローガンは、
文化大革命期以降の極左派に対して用いられた言葉である。
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中国はアジア４２）の中でも大学間連携・産学連携４３）が比較的進んでいると評価されているが、こ

れは、もともと「校弁企業」が存在した土壌とも関係がある。中国では国の支柱産業としても期

待されているハイテク産業の分野での発展が進んでいる。このような中国の大学の長所・優位性

として、経済市場にも政府（共産党）主導の力が及び、政策を推進していく上で政府の指導が徹

底していること、並びに大学による発明・技術移転に対する評価・報酬が明確であるといわれて

いることは、日本との相違点として挙げられよう。それは、ホワイトカラーの職場でみる限り４４）、

中国が日本より「個人主義」を重視し、日本の集団主義では通用しない、個人の能力を仕事の上

で積極的に生かして評価しようとする企業内部の企業文化にも、その要因が求められるのではな

かろうか。なお、最近では、国内の清華大学や復旦大学など名門校には、経済管理・国際経営な

どを学ぶ、アメリカのビジネス・スクールに倣った MBAコースも設置されている。

産学連携については、「日本の複数の関係機関・企業との有機的な連携を促し、共通の目的・

戦略を策定して個々の支援のシナジー効果を発現させる役割の他、これまでに行ってきた設備・

機材供与、留学生借款などの支援方法に加え、コンサルティング・サービスを活用した大学間・

産学連携コーディネーション機関の設立支援などを行う役割が期待されている４５）」との指摘があ

るように、産学連携の形態によって大学教育を実践の場である企業で如何に活かしていくのか、

そして、企業のニーズに合った教育カリキュラムを如何に開発していくのかという問題は、国際

的なグローバル時代を背景に、留学生をも包括した形での今後の大学教育の大きな命題となろ

う。ゆえに、常に大学と企業が情報交換を行い、相互浸透性のある関係を保つことが必要となっ

てくる４６）。今日の社会は、「象牙の塔」といわれてきた大学のイメージを、地域貢献型の大学へ

と生まれ変わらせるような、一種の「転換期」を迎えつつあるのではなかろうか。

４２）例えば、日本からアジアに対する教育支援プログラムとしては、外務省（一般無償プロジェクト、無償
留学・無償研究支援）、JICA（研修員受入、専門家派遣、青年海外協力隊派遣、技術協力、機材供与）、
文部科学省（留学生交流）、JBIC（円借款）などがある。

４３）Inter-university collaboration and university-industry cooperation schemes

４４）筆者は、過去に中国人が経営する会社で３年間スタッフとして勤務してみて、日本企業との企業文化の
違いを痛感した。

４５）金児 他「高等教育支援のあり方――大学間・産学連携」『開発金融研究所報』国際協力銀行 ２００２年
６０頁

４６）例えば、日本では目下、理工系を中心に「産学連携」が進められているが、文系の大学も産学連携の窓
口を設けることに積極的になってきている。各大学の個性的な発案やアイディア、教育知識によって、企
業と連携することで「知の宝庫」を商品化している。例えば、大阪外国語大学では松下電器産業と提携し、
多言語音声翻訳システムを開発中である。大学側はアジア系を中心に計２４の言語を盛り込むデータベース
を作っている。
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出所）『中国教育年鑑２０００』３７８頁より作成

４．人材育成のための語学教育に関する模索

� 中国における日本語教育

日本語と中国語学習者の数を比較すると、世界規模では中国語学習者が日本語学習者の約１０倍

に上る結果となっている。国際交流基金の『２００３年海外日本語教育機関調査』によると、世界１２７

ヶ国で約２３７万人の日本語学習者がいる。うち、３９万人が中国で日本語を学ぶ者である４７）。中国

では民間の語学学校で日本語を学ぶ者も多く、上海などはその典型的な例である。上海の日本語

学習者人口は中国でも首位を占め、�上海市８４，６６６人 �遼寧省５０，６５９人 �黒龍江省２９，１５３人

と続く。なお、各省の大学入試科目での日本語受験者数は、吉林省の３８％を筆頭に、遼寧省２６％、

内モンゴル１３％である（図３）。一方、国際交流基金の調査では、中国人の日本語を学ぶ動機は、

�就職のため ５８．７８％ �試験のため ５７．８９％ �日本文化に対する興味・関心５２．８９％とい

う結果であり、他国に比べ就職を意識した回答が多かった。

世界の日本語学習者の中でも中国、台湾、韓国、香港等を中心とする漢字圏には約６５％の学習

者が存在する。１９９８年の国際交流基金の調査によると、中国では、日本語教育機関が１，０９８校存

在し、５，１５６人の教師が日本語を教え、学習者数は２４５，８６３人に達する。学習者の中では、初・中

等教育で学ぶ者が約半数にも至る。さらに、大学の学習者は約４０％、民間では１３％という結果が

出ている４８）。

図３ 各省の大学入試日本語受験者数（人）

４７）「中文導報」２００４年８月１２日 世界の日本語学習者人口を多い国から順に示すと、�韓国８９万人�中国
３９万人 �オーストラリア３８万人。

４８）国際交流基金 http : //www. jpf. go. jp/ j / urawa/ world/ kunibetu／２００３／china. html ２００４年３月７日
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出所）雑誌「スーパーシティ上海」「中国留学」などの資料から筆者作成

中国日語教学研究会の調査によると、中国では１，０００校余りの大学の中で、１９９４年までに８０校

で日本語の専攻学科が設けられたという。２００１年には日本語専門の学科を設置している大学は１２４

校にまで増加した４９）。このような学科増設の背景には、日系企業の対中進出が起因している。さ

らに入学試験を日本語で受験する学生の省別分布は、全般的に東北地方に集中している（図３）。

そして、日本語の教学方法も、従来の文法、読解、翻訳を中心としたものから、会話やコミュ

ニケーション能力の養成を重視するように変わってきている。宿は、日本語能力の養成について、

日本語教育の究極の目標は「意思疎通」だとしながらも、どんなに中国人が日本語を立派に学ん

でも日本人の思考・行動様式と全く同じにはならない点を指摘している。そこで、�基礎をしっ

かり学ぶこと。日本語の言語知識だけでなく、幅広い文化・社会知識を学ばせ、質の高い養成を

行うこと �語学と文科系の経済学・商学・法学・経営学・文学などの専門科目をカリキュラム

の中で、上手く組み合せることを提案している。また、「２１世紀はアジアの時代といわれる今日、

日本はアジアの先進国としてその役割を果たし、『英語・日本語・中国語をマスターすれば怖れ

るものはなし（学会英日華，走遍天下也不怕了）』」と述べている点も興味深い。

中国とりわけ上海などの大都市では、近年の右肩上がりの経済成長とともに、人々の所得水準

も向上し、娯楽・教育に投資できる資金的余力を持てるようになってきている。一人っ子政策の

浸透を背景に、子どもには教育費への投入を惜しまない。上海市統計局の統計によると、１９８９年

の１人当たり GDPは５，４８９元であったが、１９９５年には１８，９４２元になり、２００１年には３７，３８２元と、

それぞれわずか５年間の間に約２倍の伸びを示している。これに連動して、娯楽教育費の支出の

方も、１９０元（１９８９年）、４６５元（１９９５年）、１，３６０元（２００１年）へと推移している。そして、上海

市だけを取上げても日本語を学習できる機関は非常に多い（表１７）。

表１７ 上海の語学学校（日本語並びに中国語教育）

最後に、企業内語学学習に触れておく。目下、中国の成長産業である IT産業の中で、ソフト

ウェア企業では、日本語が話せる中国人ソフト技術者の確保と育成は緊急課題のようである。日

系企業との業務関係の中で、仕様書が読解できるぐらいのレベルの日本語が必要とされるが、人

４９）宿久高「中国日語教育的現状與未来」『日語学習與研究』編輯委員会 ２００３年第２期 総第１１３期
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材は未だ不足している。ゆえに、中国のソフトウェア企業は、�社内で日本語教育を実施 �日

本人技術者が中国へ出張して対応（中国人技術者のビザが批准されにくいから）�ブリッジ SE５０）

の養成などを行っているという５１）。筆者が実際に視察した上海のソフトウェア会社でも、日本人

講師を招いて「日本語トレーニングセンター」を設置し、社内の殆どの中国人社員は日本語を話

せる状態にあった。２６５名の社員のうち、文部省日本語能力認定資格を有する者は２３０名（１級３０

名、２級１２６名、３級７４名）にも上る。また、日本に滞在したことがある技術者は、計１３２名（３

年以上２３名、２年以上３年未満３１名、２年未満７８名）であり、いずれも日本の社会、ビジネス状

況をよく理解した上で、今の職場で技術力を発揮している技術者が多いことが注視される。人材

採用についても、上海の地元名門大学の理工系の学生だけではなく、広く全国から採用し、海外

営業力を強化するために、海外帰りの「帰国留学生」の獲得にも熱心であった。

� 日本における中国語教育

世界で中国語学習者の人数は２，５００万人に上る。中国に留学する外国人留学生のうち６万人が

中国語を履修しており、日本でも中国語学習者が１００万人以上、高校における中国語授業の開設

は４００箇所、ビジネス界での中国語の必要性も高まってきている。

１９９０年代初頭は、香港映画が日本で流行したことと、日系企業のアジア戦略が香港を中心とし

ていたため、日本では中国語（普通話、北京語）よりは、広東語がブームとなっていた５２）。しか

し、その企業進出は今や北の中国大陸に向ってシフトし、１９９７年に香港が中国に返還されてから

は香港でも普通話を普及させるようになってきている。企業に人材を派遣する会社の募集内容・

条件等にもあるように、日本の企業では日本人を現地で採用する場合、語学レベルの一つの目安

として HSK５３）の試験を導入しているところが多いようである。このような時代のニーズに応え

て、２００５年６月からは、ビジネス中国語検定も実施されるということである５４）。日本国内でも、

今日、企業の中国進出が続く中で、必要に迫られて社員に中国語を学ばせようとする企業が増え

てきている。例えば、日商岩井は北京外国語大学で日本語を学ぶ女子学生４０人を講師に、インター

ネットを利用し、パソコンの画面から「しゃべるねっと Live China！」で自宅学習できる語学

教材を開発し商品化している５５）。民間の語学学校では中国語は英語に次ぐ受講者が多い言語とな

５０）日中両国のビジネス習慣を熟知し、プロジェクト全体を管理する SE。
５１）九門崇『ジェトロセンサー』２００３年９月 ８６‐８７頁
５２）中文導報 ２００４年３月１１日
５３）HSK初中等級は３～８級の６つの等級に分けられ、８級が最高。６級レベルは、中国の大学が実施し
ている外国人向けの中国語学習コースの正規の教育を１，５００時間以上履修した者が到達するレベル。なお、
このレベルは、中国の文科系大学の文学歴史学部、医学部に入る最低規準に達していることを表す。（http :

//www. kentei. com / shikaku / hsk／００１．html）企業である程度の業務上に必要なコミュニケーション能力が
あるとみなされるのは６級以上である。

５４）日本中国語検定協会／日本ビジネス中国語学会 http : //www. chuken. gr. jp

５５）「朝日新聞」 ２００４年２月１８日「中国語ビジネス活況」
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り、受講者数は前年の２倍に増加している。学校関係では、高知県高知市立の２校では、国際性

と先見性に富む人材を育てようと、小学校から英語に次いで中国語の授業が選択教科として導入

されることになった５６）。また、大阪市は大阪市立大学の夜間大学院に「創造都市研究科」を設置

し５７）、社会人とアジア諸国からの留学生が共に学び、人材交流を活発化させながら、日本とアジ

アを結ぶビジネス開拓を目標としている計画は、非常に斬新的で注目に値するものである。

� 本学の学生の意識、関心度（アンケートの例）

本学でも、近年の日系企業の対中進出動向を受けて、中国語を履修する学生が急増しているよ

うである。そこで、「ビジネス中国語」の最終的な到達目標は、経済学部の学生として、ビジネ

スセンスを身に付けるとともに、中国の社会・経済事情に興味・関心を持たせながら語学を学ば

せることを念頭に置いている。目下、筆者としては、�ある程度、新聞記事を自分で読解できる

こと �日常会話の習得 �初歩的なビジネス会話の習得と簡単なビジネスレターの作成を３本

柱として教材作成を考えている。

２００３年の経済学部（経済学科と国際経済学科）の「ビジネス中国語」を受講している２～４回

生の学生を対象に、授業内容の要望等についてのアンケートを行ったところ、以下の表１８に示す

結果が得られた。「難しい」と感じている苦手分野としては、４月でも１２月の時点でも「ヒアリ

ング」が筆頭に挙がっている。ゆえに、今後も、ヒアリングを強化していく必要性は強く感じら

れた。次に、４月の時点では「発音の基礎」を難しいと感じている学生が多数いたようであるが、

１２月の時点では半分以下に減少したことは、殆どの学生が基本的な発音表記である「ピンイン」

をほぼマスターできたと考える。希望者を募って個別のスピーキングテストを行い、発音チェッ

クの指導を試みたことは、学生にとっても効を奏したと思われる。さらに、中国語での短文作文

は「文法」を学ばせる意味でも重要であり、この課題の難しさを小テストや定期テストで感じて

いる学生もいる。会話練習はこれらの総まとめとして行った。学生たちは教科書本文の朗読はで

きるが、まだ簡単な会話ができるレベルには達していないので、今後は会話やヒアリングの時間

を少しずつ多くし、実践で使えるレベルに少しでも近づけるように指導したい。なお、一部の成

績上位者の中には、非常に意欲的で、簡単な新聞記事の翻訳（日本語訳）もできるようになって

きた学生もいるが、あまり中国語が得意でない学生とのレベルの差が甚だしい情況では、同じク

ラスの中で大きなレベル差を生じさせており、授業を進める上でクラス編成のレベルにばらつき

がある点は、今後、検討されるべき問題点かと思われる。

なお、学生のニーズを把握して附属教材を作成しようと試みている筆者にとって、学生の興味・

関心の内容は非常に参考になるものである。中でも、中国の生活・文化、料理、音楽・映画、観

５６）「朝日新聞」２００４年３月１４日「特区をゆく」
５７）「朝日新聞」２００４年２月２２日「特区をゆく」
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出所）筆者作成の授業時のアンケートによる

光などに興味を持っている学生が多いことが理解できた（表１８）。さらに、１２月のアンケートで

は、具体的に中国での「留学」や「就職」に興味を持つ学生も僅かではあるが現れてきているこ

とは、今後とも積極的に中国語を学ぼうとするモチベーションに繋がるであろう。

表１８ ビジネス中国語履修生の関心度（N＝５５）複数回答可

インターンシップは、学生にとっては職業意識の明確化、専攻分野の知識の充実・深化、学習

意欲の向上などが期待され、企業にとっても大学教育への産業界のニーズの反映、企業活動の理

解促進、イメージ向上、優秀な学生の選抜などに繋がるものである５８）。インターンシップの詳し

い説明を受けない時点で、そのような現場主義に基づく語学研修に参加したいと希望する学生は

１１名、興味を示している学生は１３名の回答があり（表１９）、多くの女子学生から、「それはよい企

画だから、是非、実現させて欲しい」「勉強したことを生かすために、是非、参加したい」との

コメントを得た。

５８）金児 他「高等教育支援のあり方――大学間・産学連携」『開発金融研究所報』国際協力銀行 ６６頁
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出所）筆者作成のアンケートによる ＊アンケートに回答した女子学生は全部で７名

表１９ インターンシップについての関心度（N＝５５）

実際に、本学では、２００４年９月上旬～下旬までの２週間の夏季休暇期間を利用して、５名の学

生を上海で日本と取引きのある企業に研修派遣を実施したが、その２週間の間に学生たちの語学

能力は明らかに向上しただけでなく、研修で与えられる企業での職務内容に対して、非常に責任

感を持って積極的に取組んだ。このような彼らの姿勢は、受入企業からも非常に評価され、次年

度も是非受入れたいとの企業側の希望を得た。そして、何よりも、学生自身が自発的に自分の問

題点を再認識し、将来、大学を卒業して一般社会へ出た時に、どのような点に気をつけて、自分

自身をさらに磨く努力をすべきか、異文化に接した時に、日本人としてどのような対応をすべき

か等、身を以って体験し、自覚したことの意味、学習効果は大きかったと思われる。中国で仲の

良い友達ができた学生たちは、今も中国語や英語、日本語でメールを交換したり、国際電話もす

るようになり、中には中国語が見違えるほど上達した者もいる。

５．むすび

以上、本稿では中国の外資導入のあゆみと留学生派遣政策を背景としながら、今日、対中進出

を展開する日系企業の人材のニーズについて、労働市場との関係、そしてビジネスコミュニケー

ションを円滑化させる一つのスキルとしての「語学（中国語と日本語）」教育からの視点をも交

えて考察を進めてきた。理工系の学科を中心に大学は開かれた大学のイメージづくりと社会人及

び企業人を取り込む産学連携のプロジェクトを積極的に推進しているが、文科系学部にもアイ

ディア、発想によってそのようなプロジェクトに参画できるチャンスは大いにあると思われる。

学生が興味を持っている現場主義を重視するインターンシップは、そのような意味でも、現地で

企業文化を学びながら中国語（その他言語も含め）を覚える試みであり、非常に画期的なものと

して期待でき、短期での学習効果も高い。実際、民間の留学斡旋会社及び外国語学部を中心とす

る他校ではそのようなプロジェクトが既にスタートしており、将来、外国語を活かして就職活動

をする場合は、企業での研修体験（インターンシップ）などが重要視される時代になるとの声も

あり、学生の就職活動における「採用」のハードルは、今後ますます高くなりそうである。

年功序列や終身雇用に支えられた日本企業の経営システムが全盛期から終焉を迎えた今、伝統

的な「集団主義」「協調性」を重んじる日本の企業文化は存続しながらも、経済のグローバル化
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が叫ばれる中で、海外との市場競争力に打ち勝つ総合的なバランスのとれた人材を育成していく

必要がある。日本は過去１０年間長い不況と就職氷河期を経験した。その結果、バブル崩壊前の売

手市場とは情況が異なり、個人の能力を重視し、個性を発揮できる着実な就職や職種を探す若者

も増えているという。このような時代にあってこそ、如何なる科目を問わず、大学での基礎学問

が一般社会にも応用できるような幅広い教育がますます重要になっていくのではなかろうか。
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